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論文審査の結果の要旨 

１．論文の概要 

本論文は、経済のグローバル化の進展に伴い、内国法人からタックス・ヘイブン兄弟会社への所得移転、特に無形

資産取引による所得移転による租税回避（兄弟会社間の「横の関係」による租税回避）問題が各国の国際課税制度の

重要課題の１つとなってきたという問題意識に基づき、現行のタックス・ヘイブン対策税制（現行対策税制）、移転

価格税制等の既存の税制ではその問題への対処に大きな限界があるという認識の下、発想を転換して「源泉地国課税

の拡大」によって問題解決を図るべく、現行対策税制とは異なる新しいタックス・ヘイブン税制（新対策税制）を設

計しようとする立法論を展開するものである（序論）。 

本論文の本論は「第１編 多国籍企業の租税回避とタックス・ヘイブン対策税制」、「第２編 新対策税制の設計

のための基本理念」及び「第３編 新対策税制の制度設計―無形資産取引による租税回避を中心に―」という３つの

編で構成されている。 

第１編では、今日における多国籍企業の租税回避の実態を分析し、多国籍企業のグループ内取引の増加を受けて兄

弟会社間の「横の関係」による租税回避こそが最も問題とされるべき租税回避であることを明らかにした上で、これ

に対する現行対策税制や移転価格税制その他の既存の税制による対処の可能性を検討し、そこには大きな限界がある

ことから、新たな制度が必要であるとする。そして、そのような新たな制度を設計する場合の基本的な方向性として、

「源泉地国課税の拡大」、「所得移転の蓋然性を基準とした課税」及び「タックス・ヘイブン対策税制による対処」

の３つを挙げ、新対策税制はこれらの方向で制度設計すべきものとしている。 

タックス・ヘイブン対策税制を設計する場合、タックス・ヘイブン会社の所得に日本が課税することを正当化する

根拠として、日本との課税上の結びつき（ネクサス）が必要であるが、第２編では、そのネクサスを現行対策税制と

新対策税制について検討し、新対策税制におけるネクサスを、日本と日本から移転された所得との経済的な結びつき

とし、これを具体化するために、所得移転の蓋然性の存在と所得移転に係る経済合理性の欠如という要素を含む取引

を「国内所得移転取引」として新対策税制の課税対象取引とすることを提案している（第３編第１章第１節２も参照）。 

第３編では、「租税回避の究極形」ともいうべきタックス・ヘイブン兄弟会社との無形資産取引による租税回避に

焦点を当てて、新対策税制の制度設計についてタックス・ヘイブンの判定、課税対象取引、外国税額控除及び適用除

外規定並びに他の租税回避防止規定との適用関係に関する具体的な提案を行っている。特に前記の国内所得移転取引

に関しては、所得移転の蓋然性の存在という要素で、例えば事業再編によって内国法人の果たす役割が小さくなり、

これに伴い内国法人の所得が再編前より小さくなるという場合にも、何らかの無形資産取引により所得の国外移転を

認識することができ、また、経済合理性の欠如という要素で、適用除外基準などで経済合理性のある取引が除かれる

ことになる、としている。外国税額控除を差額課税（タックス・ヘイブンで課された税額を内国法人の合算課税対象

税額から全額控除すること）として設計し、また、他の租税回避防止規定を新対策税制に原則として優先して適用す

ることも提案している。なお、具体的な制度設計に関連して、現行対策税制でも問題になった租税条約との関係につ

いても検討を加えている。 

以上の具体的な提案を踏まえ、新対策税制を現行対策税制と移転価格税制とのいわばハイブリッド型の制度として

評価した上で、新対策税制のメリットとして、兄弟会社間取引による所得移転について、移転価格税制のように個々



の取引価格に着目して課税するのではなく、現行対策税制の特徴である所得移転の蓋然性を基準にして合算課税をす

ることができること、特に無形資産の「種」ともいうべきものの取引による所得移転については無形資産の評価等の

問題を回避することができることを挙げ、逆に、デメリットとしては、ネクサスの新規性（一般の認知度の低さ）、

他の租税回避防止規定との比較における射程範囲の狭さ、課税の予測可能性及び執行可能性の問題（所得移転の蓋然

性、経済合理性等の不確定概念の使用）、納税者の事務負担等を挙げている。 

以上の検討の結果、「結論」として、今日における多国籍企業の租税回避の実態を再確認し、本論文の検討の中で

も何度も言及しているＢＥＰＳ（税源浸食と利益移転）問題にも触れつつ、新対策税制の導入の必要性を説くととも

に、今後の課題について、新対策税制の導入に関する国際協調の必要性、特に無形資産をめぐる多面的な租税政策（「国

外に逃げていく」ことの抑制策だけでなく「国内に引き寄せよう」とする優遇策も含む。）の検討の必要性を挙げて

いる。 

２．論文の評価 

 内国法人からタックス・ヘイブン兄弟会社への所得移転による租税回避（特に「租税回避の究極形」ともいうべき

無形資産取引による租税回避）問題が、今日における国際課税の重要課題の１つであることは、ＯＥＣＤが２０１３

年７月に公表したＢＥＰＳ行動計画を引き合いに出すまでもなく、国際的に異論のないところである。それゆえ、本

論文の問題意識それ自体は今日では至極オーソドックスなものである。ただ、そのような租税回避への対策を考える

に当たって、本論文の着眼点あるいは発想は極めてオリジナリティに富むものである。本論文のオリジナリティは、

現行対策税制が「居住地国課税の拡大」の観点から設計されているのに対して、新対策税制を「源泉地国課税の拡大」

の観点から設計しようとするところに、認められる。 

ほとんどの先行研究が上記のような租税回避に対して移転価格税制によって対処しようとし、その適用基準である

独立企業原則の精緻化に努めてきたが、それでも、移転価格税制の制度的限界は明白であり、ＢＥＰＳをめぐるＯＥ

ＣＤの最近の議論はいわば「泥沼化」しているといっても過言ではない。そのような状況が、著名なグローバル企業

で税務担当の執行役員を務める申請者に対して、実務面において大きな問題意識を与えてきたものと考えられる。申

請者は、大学院での研究を通じてそのような問題意識を理論面から掘り下げ精緻化することによって、移転価格税制

ではなくタックス・ヘイブン対策税制による対処を構想するに至ったのである。本研究科での研究指導を通じて、指

導教授（主査）も、本論文の問題意識及び発想を申請者と共有するに至ったものであり、本論文の理論的・実務的意

義を高く評価するものである。 

本論文が提案する新対策税制のようなタックス・ヘイブン対策税制の新設計に関する先行研究はほとんどみられな

いといってよいが（せいぜい、本論文でも言及する「出国税」構想に関する研究の中に本論文の「先行研究」とみて

もよい部分がある程度である。）、本論文は、現行対策税制や関連する他の租税回避防止規定に関する多数の文献資

料を丹念に検討することによってそれらの制度の限界を明らかにし、もって新対策税制の必要性及び制度的特徴を示

している。このような研究手法は、先行研究の乏しい分野ではこれによらざるを得なかったものと考えられるが、新

対策税制の「新規性」に説得力をもたせることに寄与していると評価することができる。 

とはいえ、本論文は、問題意識が先行し、新対策税制の制度設計について理論的・立法政策的及び立法技術的な詰

めが必要とされる部分がなお残されていることも否めない（例えば移転価格税制における所得相応性基準との関係、

観念的金額アプローチの根拠など）。そのような点を意識してであろうか、本論文は、外国税額控除における差額課

税、他の租税回避防止規定の優先適用等の点で、新対策税制が行き過ぎた制度にならないよう制度設計を抑制的に行

っている。この点、申請者の研究者としてのバランス感覚が看取されるところである。 

本論文は、全体を通じて論旨が一貫しており、細部においても論理的な表現力が随所にみられるが、この点、申請

者が実務の傍ら既に『よくわかる国際税務入門（第３版）』（三木義一教授との共著・有斐閣選書・２０１２年）等

の著書や「多国籍企業の兄弟会社を利用した租税回避に対する防止規定について」税法学５６８号（２０１２年）１

１３頁等の論文を公表してきた研究実績も、本論文の背景として評価されるべきである。 

なお、本論文における引用、注記等に照らし、本論文には剽窃はないことを確認した旨を附記しておく。 

以上により、審査委員は一致して、本論文が博士の学位に値するものであるとの結論に至った。 

                                                以上 


